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研究成果の概要（和文）：本研究は、環境保全義務（将来の世代へと良好な自然環境を引き継ぐ義務）を達成できる経
済政策、またその達成を可能とする国際的協調枠組みのあるべき姿の提示を試みた。主な研究成果は、（１）「割引か
ない無限期間動的計画問題の最適解を構築するアプローチ」を改良するとともに、最適性の必要十分条件を明らかにし
た、（２）「開放経済における地球環境資源の利用における国際的協調枠組みのあり方」を取り扱う理論モデルを構築
し、地球環境問題の解決に必要とされる国際的取り組みについて検討した、（３）ハートウィック・ルールを内生的に
導出し、その経済含意を明らかにした、などが挙げられる。

研究成果の概要（英文）：This research project aims at presenting environmental policies that meet the envi
ronmental conservation obligations (leaving future generations with a well-preserved natural environment).
 Main findings include: (i) it modified the approach to construct the optimal solutions for the infinite-h
orizon optimization problems without discounting, and presented the necessary and sufficient conditions fo
r optimality; (ii) it applied the approach of bargaining games to analyze international coordination imper
ative for solving global environmental problems; (iii) it derived Hartwick's rule endogenously and examine
d its implications.
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１． 研究開始当初の背景 
 
地球環境資源は、人類をはじめとする生命

体の共有財産であるが、現在では、環境への
負荷を考えないままほぼ無秩序に利用され
ている。その結果、環境の自己復元力を超え、
環境破壊が進んでしまった。そのため、将来
世代の良好な環境を享受する権利を保障す
るという環境保全義務を果たすべく、環境資
源の効率的な利用と公正な世代間の配分が
求められている。従って、《世代間衡平性》
と《パレート効率性》の同時達成という視点
から地球環境資源問題に切り込むことは、課
題解決にとっても、経済理論的発展の面でも
極めて重要である。
しかしながら、このような問題意識は、

などによってすでに表明されて
はいるものの、世代間衡平性の問題に分析的
に切り込んで、広くその貢献を認知されるに
至った研究は鈴村（ ）などの公理的考察
以外はほとんど存在しない。とりわけ、《世
代間衡平性》と《パレート効率性》同時に達
成できる最適な時間的経路の提示に向ける
努力は不十分である。これまでは将来世代に
とって不利となる割引率を導入した分析が
ほとんどであり、それに基づく資源の最適制
御経路は、《パレート効率性》が達成される
が、《世代間衡平性》が達成されていない。
研究代表者は、これまで《世代間衡平性》

と《パレート効率性》を同時に達成できる、
「割引かない無限期間動的計画問題の最適
解を構築するアプローチ」の数学基礎につい
て研究した 。具体的
には、 や
によって分析された《追い越し原理》に基づ
き、有限計画期間の最適解の無限時間への極
限が、割引かない無限期間動的計画問題の最
適解になるための必要条件を得ている。それ
により、無限先の将来まで続く、合計が無限
大となるすべての世代の厚生の最適化問題
の解を構築することが可能となる。本研究の、
遠い未来までの無数の世代の厚生を考察対
象とする地球環境資源の最適利用問題の分
析にも、このアプローチが適用可能と考える
ことができる。しかしながら、研究開始当初
では、このアプローチをとる際には有限計画
期間の最適解を明示的に求める必要がある
こと、また計算が煩雑であることなど、改良
すべき点が多く、地球環境資源の最適利用問
題に直接的に応用できない。
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、「割引かない無限期間動

的計画問題の最適解の構築」（
）の理論を、地球環境資源の最適

利用問題に応用し、環境保全義務（将来の世
代へと良好な自然環境を引き継ぐ義務）を達
成できる経済政策を提示すること、およびゲ

ーム論の分析手法を応用し、その達成を可能
とする国際的協調枠組みのあるべき姿を提
示することである。熱帯雨林のように、将来
世代の人々と平等に分かち合っていかなけ
ればならない人類の共有資産である地球環
境資源に特に焦点をあてつつ、持続可能な社
会の実現に経済理論の側面から貢献しよう
とするものである。
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、以下の手順に従って遂行された。
① 予備的研究の成果を踏まえながら、最新

文献を検討した。
② 基本モデルの構築と解析を行い、研究成

果を論文にまとめた。
③ 研究を計画通りに遂行するために、国内

外の学会・研究会で積極的に報告すると
ともに、研究交流も積極的に行った。

④ 得られたコメントに基づき、論文をさら
に修正し、より完成度の高いバージョン
を関連する国際誌に投稿し、外部評価を
仰いだ。

４．研究成果

 研究期間中に得られた主な研究成果は、以
下の通りである。

① 研究代表者のこれまでの研究成果をさら
に掘り下げ、一般性を持つ割引かない無
限期間動的計画問題の最適解を構築する
アプローチの確立、および横断条件を含
む最適解の諸性質の解明を目指して、研
究を進めてきた。具体的には、
という仮定を導入し、「割引かない無限期
間動的計画問題の最適解を構築するアプ
ローチ」を改良するとともに、最適性の
必要十分条件を明らかにした。その成果
を論文  

にまとめ、現在投稿に向けて準備
しているところである。  

② 交渉ゲームの分析手法を取り入れ、「地球
環境資源の利用における国際的協調枠組
みのあり方」を取り扱う理論モデルを構
築することも本課題の目的の一つである。
研究期間中では、 国モデルを想定した、
「開放経済における地球環境資源の利用
における国際的協調枠組みのあり方」を
取り扱う理論モデルを構築し、環境政策
の内生的決定プロセスを解明するととも
に、地球環境問題の解決に必要とされる
国際的取り組みについて検討した。その
成果を論文

にまとめ、現在投
稿に向けて準備している。



③ ハートウィック（ ）は、平準的な消
費経路を実現するためには、枯渇性資源
からの利潤をすべて資本への投資に向け
る必要があると示した。このことは、｢ハ
ートウィック･ルール｣として知られ、資
本ストックと枯渇性資源の間に、代替可
能性が存在しているのであれば、世代間
衡平性が実現できる可能性を示唆してい
る。しかしながら、ハートウィック・ル
ールは、最適化問題の解として得られる
ものではないので、恣意的なアレンジメ
ントになっていると言わざるをえない一
面がある。研究期間中では、

等の開放経済における
環境資源の最適利用に関する研究成果を
ベースに、ハートウィック・ルールを内
生的に導出し、その経済含意を明らかに
した。その成果を論文

にま
とめ、現在学術専門誌への投稿を通じて
外部評価を仰いでいるところである。

なお、上記以外にも、研究期間中では、企
業と政府間の利得調整プロセスを明示的に
分析した論文

をまとめ、
誌に採用された。

また、外国企業、国内企業と政府の間におけ
る、関税の決定における政治プロセスを明示
的に分析した論文

をまとめ、
誌に採用された。

これらの論文で用いたアプローチを、国家間
の利得調整のプロセスに応用することによ
り、国際的協調枠組みが環境資源の利用・保
全に及ぼす影響を明らかにすることが可能
になると考えられる。
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